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第１章    計画策定の趣旨について 

 

 

１ 計画策定の趣旨・背景 

昨今の少子高齢化や核家族化、障がいのある人の高齢化や障がいの重度化が

進む中で、複雑化・多様化するニーズへの対応が重要課題となっています。ま

た、障がいのある人全てが安心して生活できるよう、地域で支え合うまちづく

りが求められています。さらに、「障害者基本法」の理念にのっとり、障がいの

有無によって分け隔てられることなく意思決定と社会参画を行い、障がいのあ

る人もない人も相互に人格と個性を尊重し合いながらともに支え合う共生社

会の実現が求められています。 

2021年（令和３年）５月に障害者差別解消法施行後３年の見直しの検討が行

われ、合理的配慮の不提供の禁止について民間事業者の努力義務が法的義務に

変更されました。また、同年６月、事業者に対し合理的配慮の提供を義務付け

るとともに、行政機関相互間の連携の強化を図るほか、障害を理由とする差別

を解消するための支援措置を強化することを内容とする「障害を理由とする差

別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律」が定められました。 

さらに、2020年（令和２年）３月以降の新型コロナウイルス感染症の感染拡

大は市民生活に様々な影響を及ぼしており、特に、障がいのある人を含め脆弱

な立場に置かれている人々は大きな影響を受け、感染拡大防止措置の影響によ

る地域の交流・見守りの場、相談支援を受ける機会の喪失等によって、社会に

内在していた孤独・孤立の問題も顕在化・深刻化しています。 

岩倉市（以下「本市」）では、「障がい福祉計画」の策定を通じて、障がい福

祉サービスの充実を図り、2021年度（令和３年度）に「岩倉市障がい福祉計画

（第６期）及び障がい児福祉計画（第２期）」を策定し、各種の施策に取り組ん

でまいりました。計画期間が2023年度（令和５年度）をもって終了することか

ら、次期計画である「岩倉市障がい福祉計画（第７期）及び障がい児福祉計画

（第３期）」を策定し、本市における障がい者福祉施策を推進していきます。  
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２ 障がい者支援に関する近年の国の政策動向について 

厚生労働省及びこども家庭庁は、直近の障がい保健福祉施策の動向等を踏ま

え、市町村及び都道府県が障害福祉計画及び障害児福祉計画を作成するに当た

って即すべき事項を定めるため、2023年（令和５年）５月19日に「障害福祉サ

ービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」

（以下「基本指針」という。）の改正を行いました。 

 

【基本指針改正の主な事項】 

①入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援 

・重度障がい者等への支援等、地域のニーズへの対応 

・強度行動障がいのある人等への支援体制の充実 

・地域生活支援拠点等の整備の努力義務化 

・地域の社会資源の活用及び関係機関との連携も含めた効果的な支援体制の整備推進 

・グループホームにおける一人暮らし等の希望の実現に向けた支援の充実 

②精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・精神障がいのある人の相談支援業務に関して市町村における実施体制を整える重要

性及び当該業務を通じた日頃からの都道府県と市町村の連携の必要性 

③福祉施設から一般就労への移行等 

・一般就労への移行及び定着状況に関する成果目標の設定 

・就労選択支援の創設への対応について成果目標に設定 

・一般就労中の就労系障がい福祉サービスの一時的な利用に係る法改正への対応 

・地域における障がいのある人の就労支援に関する状況の把握や、関係機関との共有

及び連携した取組 

④障がい児のサービス提供体制の計画的な構築 

・市町村における重層的な障がい児支援体制の整備や、それに対する都道府県におけ

る広域的見地からの支援 

・地域におけるインクルージョンの推進 

・地方公共団体における医療的ケア児等に対する総合的な支援体制の構築について成

果目標に設定 

・障がい児入所支援から大人にふさわしい環境への円滑な移行推進について成果目標

に設定 

⑤発達障がい者等支援の一層の充実 

・市町村におけるペアレントトレーニング等家族に対する支援体制の充実 

・市町村におけるペアレントトレーニング等のプログラム実施者養成の推進 

・強度行動障がいやひきこもり等の困難事例に対する助言等を推進 
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⑥地域における相談支援体制の充実・強化 

・基幹相談支援センターの設置及び基幹相談支援センターによる相談支援体制の充

実・強化等に向けた取組の推進 

・地域づくりに向けた協議会の活性化 

⑦障がいのある人等に対する虐待の防止 

・障がい福祉サービス事業所等における虐待防止委員会や職員研修、担当者の配置の

徹底、市町村における組織的対応、学校、保育所、医療機関との連携の推進 

⑧地域共生社会の実現に向けた取組 

・社会福祉法に基づく地域福祉計画及び重層的支援体制整備事業実施計画との連携並

びに市町村による包括的な支援体制の構築の推進 

⑨障がい福祉サービスの質の確保 

・障がい福祉サービスの質に係る新たな仕組みの検討を踏まえた記載の充実 

・都道府県による相談支援専門員等の養成並びに相談支援専門員及びサービス管理責

任者等の意思決定支援ガイドライン等を活用した研修等の実施 

⑩障がい福祉人材の確保・定着 

・ＩＣＴの導入等による事務負担の軽減等に係る記載の新設 

・相談支援専門員及びサービス管理責任者等の研修修了者数等を活動指標に追加 

⑪よりきめ細かい地域ニーズを踏まえた障がい（児）福祉計画の策定 

・障がい福祉ＤＢの活用等による計画策定の推進 

・市町村内のより細かな地域単位や重度障がい者等のニーズ把握の推進 

⑫障がいのある人による情報の取得利用・意思疎通の推進 

・障がい特性に配慮した意思疎通支援や支援者の養成等の促進に係る記載の新設 

⑬障害者総合支援法に基づく難病患者への支援の明確化 

・障がい福祉計画等の策定時における難病患者、難病相談支援センター等からの意見

の尊重 

・支援ニーズの把握及び特性に配慮した支援体制の整備 

⑭その他：地方分権提案に対する対応 

・計画期間の柔軟化 

・サービスの見込量以外の活動指標の策定を任意化 
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３ 計画の位置付け 

（１）計画の性格  

「岩倉市障がい福祉計画及び障がい児福祉計画」は、障がい者福祉施策を円

滑に実施するために、障がい者（児）福祉の方向性をふまえたサービス量等の

目標設定を行い、その確保をするための方策を定める計画となります。 

 

（２）根拠法令  

障害者基本法による「障害者計画」は、障がい福祉施策等の基本理念や基

本的事項を規定したものであるのに対し、障害者総合支援法による「障害福

祉計画」と児童福祉法による「障害児福祉計画」は、生活支援にかかわる各

種福祉サービスの障がい種別共通の給付等の事項を規定したものです。 

 

 障害者計画 障害福祉計画 障害児福祉計画 

内容 
障害者施策の基本方針につ
いて定める計画 

障害福祉サービス、相談支
援、地域生活支援事業の提
供体制の確保に関する計画 

障害児通所支援及び障害児
相談支援の提供体制の確保
に関する計画 

根拠法 障害者基本法 障害者総合支援法 児童福祉法 

国 
（第５次）障害者基本計画 
（2023 年度（令和５年度） 
～2027 年度（令和９年）） 

障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針 
（都道府県・市町村が参酌すべき基準を示す） 

県 あいち障害者福祉プラン 2021-2026 

岩倉市 
岩倉市障がい者計画（第６期） 
岩倉市障がい福祉計画（第７期）及び障がい児福祉計画（第３期） 
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【「障害者計画」と「障害福祉計画」と「障害児福祉計画」の関係と施策体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害者計画 

障害者基本法に基づく、以下の各分野にわ

たる障害者福祉サービスにかかわる諸施策の

総括的な計画です。 

障害福祉計画・障害児福祉計画 

「自立した生活の支援」にかかわる以下に

あげる諸事業等の具体的なサービス見込量等

を設定するものです。 

１．差別の解消、権利擁護の推進及び虐

待の防止 

２．安全・安心な生活環境の整備 

３．情報アクセシビリティの向上及び意

思疎通支援の充実 

４．防災、防犯等の推進 

５．行政等における配慮の充実 

６．保健・医療の推進 

７．自立した生活の支援・意思決定支

援の推進 

８．教育の振興 

９．雇用・就業、経済的自立の支援 

10．文化芸術活動・スポーツ等の振興 

11．国際社会での協力・連携の推進 

・訪問系サービス      

・日中活動系サービス  

・居住系サービス        

・相談支援  

・入所者地域生活移行  

・精神障がい者地域生活移行  

・一般就労移行  

・就労選択支援 

・地域生活支援事業 

---------------------------------- 

・障害児通所支援 

・障害児相談支援 



 
6 

【 国 】 

障害者基本計画 

 

障害福祉計画 

及び障害児福祉

計画に係る基本

指針 

【 愛知県 】 

 

 

第５次岩倉市総合計画 

 

 

整合・連携 

整合 

整合 

あいち福祉保健

医療ビジョン

2026 

あいち障害者福

祉プラン 2021-

2026 

整合 

岩倉市障がい者計画（第６期） 
岩倉市障がい福祉計画（第７期）及び 
障がい児福祉計画（第３期） 

・岩倉市高齢者保健福祉計画及び介護保健事業計画 

・岩倉市子ども・子育て支援事業計画 

・その他計画 

第３期岩倉市地域福祉計画 

（３）関連計画  

岩倉市障がい者計画（第６期）並びに岩倉市障がい福祉計画（第７期）及び

障がい児福祉計画（第３期）は、市の最上位計画である「第５次岩倉市総合計

画」における福祉部門上位計画である「第３期岩倉市地域福祉計画」の障がい

者福祉部門計画として位置付けられます。これらの計画では、本市が策定した

「岩倉市高齢者保健福祉計画及び介護保健事業計画」、「岩倉市子ども・子育て

支援事業計画」等の各種関連計画との整合・連携を図るとともに、国及び県が

策定した上位計画・関連計画も踏まえつつ、本市における障がい者施策を総合

的かつ計画的に推進していきます。 
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４ 計画の期間 

今回策定する「岩倉市障がい福祉計画（第７期）及び障がい児福祉計画（第

３期）」は、2024年度（令和６年度）から2026年度（令和８年度）までの３年間

を計画の期間とします。また、「岩倉市障がい者計画（第６期）」は、2024年度

（令和６年度）から2029年度（令和11年度）までの６年間を計画の期間としま

す。 

 

区分 

令和 

3 年度 

(2021) 

令和 

4 年度 

(2022) 

令和 

5 年度 

(2023) 

令和 

6 年度 

(2024) 

令和 

7 年度 

(2025) 

令和 

8 年度 

(2026) 

令和 

9 年度 

(2027) 

令和 

10 年度 

(2028) 

令和 

11 年度 

(2029) 

障
が
い 

福
祉
計
画 

 
  

 
  

 
  

障
が
い
児 

福
祉
計
画 

      

 

  

障
が
い
者 

計
画 

       
 

 

 

 

 

５ 計画の策定体制 

（１）計画策定の体制  

障がい福祉に関する団体、障がい福祉サービス事業者、関係機関の代表者、

及び学識経験者等で組織する「岩倉市障害者計画推進委員会」及び「岩倉市地

域自立支援協議会」において有益な意見を採り入れながら審議し、計画を策定

しました。 

 

（２）計画策定への市民参加  

本計画の策定にあたって、障がい者等のニーズや生活状況等を把握するため、

障害者手帳所持者及びそのご家族へのアンケート調査や、パブリックコメント

を実施しました。 

  

第２期 第３期 次期計画 

第６期 第７期 次期計画 

第 5 期 第６期 
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第２章    障がいのある人を取り巻く状況 

 

 

１ 人口の状況 

（１）人口の推移  

1990年（平成２年）から2023年（令和５年）までの総人口の推移をみると、

2005年（平成17年）までは右肩上がりに増加していましたが、それ以降は増減

を繰り返して推移し、2023年（令和５年）10月1日現在で、岩倉市の総人口は

47,796人となっています。 

年齢区分別にみると、1990年（平成２年）から2023年（令和５年）まで、年

少人口（０～14歳）は減少し続け、生産年齢人口（15～64歳）も概ね減少傾向

にあるのに対し、高齢者人口（65歳以上）は一貫して増加しており、1990年（平

成２年）から2020年（令和２年）までの30年間に8,634人増加し、3.6倍となっ

ています。 

図表Ⅱ－1 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：平成２年～令和２年の総人口には年齢不詳が含まれます。 

資料：国勢調査（令和２年まで）、住民基本台帳（令和５年 10 月１日） 

  

8,065 

7,507 

7,229 

7,108 

6,689 

6,100 

5,890 

5,754 

32,080 

34,069 

33,567 

33,098 

31,059 

29,672 

28,702 

29,957 

3,361 

4,510 

5,828 

7,672 

9,563 

11,361 

11,995 

12,085 

43,807 

46,175 

46,906 

47,926 

47,340 

47,562 

46,587 

47,796 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

平成２年

平成７年

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

令和２年

令和５年

（人）

０～14歳 15～64歳 65歳以上
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（２）人口ピラミッド  

図表Ⅱ－2は、1990年（平成２年）～2020年（令和２年）の岩倉市の男女別５

歳年齢階級別人口（人口ピラミッド）の推移を10年ごとにみたものです。 

団塊世代及びその子ども世代を含む年齢層の膨らみが上部に移動するとと

もに、少子高齢化の進展により、底部に対し頭部が大きな不安定な形状に変わ

ってきています。 

 

図表Ⅱ－2 人口ピラミッド 

平成２年                   平成 12年 

男性          女性     （歳）     男性          女性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年                  令和２年 

男性          女性     （歳）     男性          女性 
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２ 障がいのある人の状況 

（１）身体障がいのある人（身体障害者手帳所持者）  

2023年（令和５年）４月１日現在、本市の身体障害者手帳所持者は1,407人で

す。2018年（平成30年）以降、概ね減少傾向となっています（図表Ⅱ－3）。 

身体障がいの種類別にみると、2018年（平成30年）から2023年（令和５年）

にかけて、肢体不自由が約50％と最も多くなっています。内部障がいも約30～

40％と多くを占めており、毎年増加傾向にあります（図表Ⅱ－4）。 

図表Ⅱ－3 身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（各年 4 月 1 日現在） 

図表Ⅱ－4 身体障がいの種類別に見た身体障害者手帳所持者数の推移 

単位：上段：人、下段：％ 

区 分 視覚障がい 聴覚障がい 言語障がい 肢体不自由 内部障がい 合 計 

平成 30 年 
76 112 12 768 487 1,455 

5.2 7.7 0.8 52.8 33.5 100.0 

令和元年 
73 107 11 770 511 1,472 

5.0 7.3 0.7 52.3 34.7 100.0 

令和２年 
74 112 15 739 522 1,462 

5.1 7.7 1.0 50.5 35.7 100.0 

令和３年 
75 108 16 712 542 1,453 

5.2 7.4 1.1 49.0 37.3 100.0 

令和４年 
64 105 18 687 545 1,419 

4.5 7.4 1.3 48.4 38.4 100.0 

令和５年 
61 106 18 680 542 1,407 

4.3 7.5 1.3 48.3 38.5 100.0 

（各年４月１日現在）  
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障がい等級別にみると、2023年（令和５年）４月１日現在の１・２級で重度

は557人（39.6％）、３～６級の中軽度が850人（60.4％）となっています。身体

障がいの種類別にみると、１・２級では、肢体不自由及び内部障がいの割合が

多くなっています（図表Ⅱ－5）。 

障がい等級別に推移をみると、１・２級が40％前後、３～６級が60％前後で

推移しています（図表Ⅱ－6）。 

年齢別にみると、18歳以上が98.4％を占めています（図表Ⅱ－7）。 

 

図表Ⅱ－5 障がい等級別・種類別身体障害者手帳所持者数 

単位：上段：人、下段：％ 

区 分 視覚障がい 聴覚障がい 言語障がい 肢体不自由 内部障がい 合 計 

１・２級 
40 30 1 242 244 557 

7.2 5.4 0.2 43.4 43.8 100.0 

３～６級 
21 76 17 438 298 850 

2.5 8.9 2.0 51.5 35.1 100.0 

合 計 
61 106 18 680 542 1,407 

4.3 7.5 1.3 48.3 38.5 100.0 

（令和５年４月１日現在） 

図表Ⅱ－6 障がい等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

単位：上段：人、下段：％ 

区 分 1・2 級 3～6 級 合 計 

平成 30 年 
578 877 1,455 

39.7 60.3 100.0 

令和元年 
589 883 1,472 

40.0 60.0 100.0 

令和２年 
589 873 1,462 

40.3 59.7 100.0 

令和３年 
590 863 1,453 

40.6 59.4 100.0 

令和４年 
568 851 1,419 

40.0 60.0 100.0 

令和５年 
557 850 1,407 

40.0 60.0 100.0 

（各年 4 月 1 日現在） 

図表Ⅱ－7 年齢別身体障害者手帳所持者数 

単位：上段：人、下段：％ 

区 分 18 歳未満 18 歳以上 合 計 

人数 22 1,385 1,407 

率 1.6 98.4 100 

（令和５年４月１日現在）  
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（２）知的障がいのある人（療育手帳所持者）  
 

2023年（令和５年）４月１日現在、本市の療育手帳所持者は362人となってい

ます。療育手帳所持者数の推移をみると、2017年（平成29年）は減少していま

すが、それ以降は再び増加し続けています（図表Ⅱ－８）。 

障がいの程度別にみると、重度（Ａ判定）は2019年（令和元年）まで総数の

30％台後半の割合で推移していましたが、近年は総数の30％台前半の割合とな

っています。中度（Ｂ判定）は総数の20％台前半の割合で推移しており、軽度

（Ｃ判定）は、2019年（令和元年）まで総数の30％台後半の割合で推移してい

ましたが、近年は総数の40％台の割合となっています（図表Ⅱ－９）。 

年齢別にみると、18歳未満が36.7％、18歳以上が63.3％となっています（図

表Ⅱ－10）。 

 

図表Ⅱ－8 療育手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年 4 月 1 日現在） 
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図表Ⅱ－9 障がいの程度別に見た療育手帳所持者数の推移 

 単位：上段：人、下段：％ 

区 分 重度（Ａ判定） 中度（Ｂ判定） 軽度（Ｃ判定） 合 計 

平成 30 年 
115 71 110 296 

38.9 24.0 37.2 100.0 

令和元年 
118 72 114 304 

38.8 23.7 37.5 100.0 

令和２年 
122 73 136 331 

36.9 22.1 41.1 100.0 

令和３年 
118 77 147 342 

34.5 22.5 43.0 100.0 

令和４年 
120 76 151 347 

34.6 21.9 43.5 100.0 

令和５年 
122 82 158 362 

33.7 22.7 43.6 100.0 

（各年４月１日現在） 

 

図表Ⅱ－10 年齢別・障がいの程度別療育手帳所持者数 

単位：上段：人、下段：％ 

区 分 18 歳未満 18 歳以上 合 計 

重 度（Ａ判定） 
25 97 122 

20.5 79.5 100.0 

中 度（Ｂ判定） 
22 60 82 

26.8 73.2 100.0 

軽 度（Ｃ判定） 
86 72 158 

54.4 45.6 100.0 

合 計 
133 229 362 

36.7 63.3 100.0 

（令和５年４月１日現在） 
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（３）精神障がいのある人（精神障害者保健福祉手帳所持者）  

2023年（令和５年）４月１日現在、本市の精神障害者保健福祉手帳所持者は

499人となっています。精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、年々

増加を続けています（図表Ⅱ－11）。 

等級別にみると、２級が約60％を占めています（図表Ⅱ－12）。 

年齢別にみると、18歳以上が97.2％を占めています（図表Ⅱ－13）。 

 

図表Ⅱ－11 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年 4 月 1 日現在） 
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図表Ⅱ－12 障害等級別にみた精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

単位：上段：人、下段：％ 

区 分 １級 ２級 ３級 合 計 

平成 30 年 
38 241 86 365 

10.4 66.0 23.6 100.0 

令和元年 
47 250 78 375 

12.5 66.7 20.8 100.0 

令和２年 
55 262 87 404 

13.6 64.9 21.5 100.0 

令和３年 
58 274 104 436 

13.3 62.8 23.9 100.0 

令和４年 
68 292 102 462 

14.7 63.2 22.1 100.0 

令和５年 
81 312 106 499 

16.2 62.5 21.2 100.0 

（各年４月１日現在） 

 

 

 

図表Ⅱ－13 年齢別・障害等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数 

 単位：上段：人、下段：％ 

区分 18 歳未満 18 歳以上 合 計 

１  級 
0 81 81 

0.0 100.0 100.0 

２  級 
9 303 312 

2.9 97.1 100.0 

３  級 
5 101 106 

4.7 95.3 100.0 

合  計 
14 485 499 

2.8 97.2 100.0 

（令和５年４月１日現在） 

 

 

  

注：端数処理のため、割合の和は必ずしも 100％にならない。 
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第３章    成果目標 

 

 

 

１ 令和８年度における成果目標等     

「市町村障害福祉計画」並びに「市町村障害児福祉計画」では、国の基本

指針に即して定めるものとされており、国の指針では、次の各事項において

成果目標等を設定するよう示されています。本計画においては、岩倉市及び

圏域の状況、県の計画等を勘案し、下記のとおり成果目標及び活動指標を設

定します。 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行  

障がいのある人の地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所して

いる障がいのある人が、グループホームや一般住宅等に移行し、地域生活を送

ることができるようになることを目指し、成果目標を設定しました。 

 

■国が示す基本的な考え方 

○令和８年度末時点で、令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移

行することを基本とする。 

○令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者数から５％以上削減

することを基本とする。 

 

■岩倉市の目標値 

項 目 数 値 備 考 

【基準値】 
令和４年度末の施設入所者数（Ａ） 

15人  

【目標値】 
令和８年度末の地域生活移行者数（Ｂ） 

1人 
入所施設からのグループホー
ム等への移行見込者数 

6.7％ 移行割合（Ｂ／Ａ） 

【目標値】 
令和８年度末施設入所者削減数（Ｃ） 

1人  

6.7％ 削減割合（Ｃ／Ａ） 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築  

精神障がいのある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをする

ことができるよう、医療（精神科医療・一般医療）、障害福祉・介護、住まい、

社会参加（就労）、地域の助けあいが包括的に確保された地域包括ケアシステム

の構築を目指し、協議を実施します。 

 

■国が示す基本的な考え方 

〇精神障がいにも対応した地域包括支援システムの構築に向けて、保健・医療・福

祉関係者が連携して取り組み、精神保健医療福祉体制の基盤整備等を推進するた

め、市町村には、精神障がいに対する重層的な連携による支援体制についての活

動指標を設定することを求めている。 

 

■岩倉市の目標設定 

項 目 
計画値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

精神障がいにも対応した地域包括ケア
システムに関する協議の場 1か所 1か所 1か所 

 

開催回数 1回 1回 1回 

関係者の参加数 23 人 23 人 23人 

 

保健・医療 2人 2人 2人 

福祉・介護 13 人 13 人 13人 

教育・就労 5人 5人 5人 

当事者・家族 3人 3人 3人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の
場への関係者の参加者数 

3人 3人 3人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の
場における目標設定及び評価の実施回
数 

2回 2回 2回 

精神障がい者の地域移行支援利用者数 1人 1人 1人 

精神障がい者の地域定着支援利用者数 1人 1人 1人 

精神障がい者の共同生活援助利用者数 9人 11 人 13人 

精神障がい者の自立生活援助利用者数 1人 1人 1人 

精神障がい者の自立訓練（生活訓練）利
用者数【 新設 】 

3人 4人 4人 
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また、県との調整のもと、令和８年度末時点の長期入院患者の地域移行に伴

う地域の精神保健医療福祉体制の基盤整備量（利用者数）を設定しました。 

この基盤整備量を勘案して障害福祉サービス等の見込みを定めます。 

 

■地域移行に伴う基盤整備量（利用者数） 

項 目 数 値 備考 

地域移行に伴う基盤整備量（利用者数） 1人 

令和８年度末時点の長期入

院患者の地域移行に伴う地

域の精神保健医療福祉体制

の基盤整備量（利用者数） 
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（３）地域生活支援の充実  

障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域で安心して

暮らしていけるよう、障がいのある人の地域生活への移行の支援及び地域生活

支援を充実させるための目標を設定します。 

 

■国が示す基本的な考え方 

〇令和８年度末までの間、各市町村において地域生活支援拠点等を整備（複数市

町村による共同整備も可能）するとともに、その機能の充実のためコーディネ

ーターを配置する等により効果的な支援体制の構築を進め、また、年1回以

上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討することを基本とする。 

〇令和８年度末までに強度行動障害を有する者に関して、支援ニーズを把握し支

援体制の整備を進めることを基本とする。【 新設 】 
 

 

■岩倉市の目標設定 

項 目 数 値 考え方 

地域生活支援拠点等の設置 １か所 2021（令和３）年度に設置 

 

項 目 目 標 

地域生活支援拠点等の機能の充実  

 

コーディネーターの配置等による効果的
な支援体制の構築【 新設 】 令和８年度末までに構築 

緊急時の連絡体制の構築【 新設 】 令和８年度末までに構築 

支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及
び検討 年１回以上の検証及び検討 

強度行動障害への支援体制整備【 新設 】 令和８年度末までに整備 

 

項 目 
計画値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

コーディネーターの配置人数【 新設 】 1人 1人 1人 

地域生活支援拠点等が有する機能の充実に
向けた検証及び検討の実施回数 

1回 1回 1回 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等  

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業所等を通じて、一般就労に移行

する人数の数値目標を設定します。また、一般就労への定着を図るため、就労

定着支援事業の利用者及び事業所ごとの就労定着率に係る目標値を設定しま

した。 

 

■国が示す基本的な考え方 

〇福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和８年度中に一般就

労に移行する者は、令和３年度の一般就労への移行実績の1．28倍以上とすること

を基本とする。 

・就労移行支援事業利用者の一般就労への移行者数は、令和３年度移行実績の1．31

倍以上とする。 

・就労継続支援Ａ型事業利用者の一般就労への移行者数は、令和３年度移行実績の 

1．29倍以上とする。 

・就労継続支援Ｂ型事業利用者の一般就労への移行者数は、令和３年度移行実績の 

1．28倍以上とする。 

〇就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の

就労移行支援事業所の割合を５割以上とすることを基本とする。【 新設 】 

〇就労定着支援事業の利用者数は、令和８年度末の利用者数を令和３年度末実績の  

1．41倍以上とすることを基本とする。 

〇就労定着支援事業の就労定着率については、令和８年度の就労定着支援事業の利

用終了後の一定期間における就労定着率（※）が７割以上となる就労定着支援事

業所の割合を2割5分以上とすることを基本とする。 

※過去６年間に就労定着支援の利用を終了した者のうち、雇用された通常の事業所

に42月以上78月未満の期間継続して就労しているもの又は就労していた者の占め

る割合 
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■岩倉市の目標設定 

項 目 数 値 

【基準値】 
令和３年度の福祉施設から一般就労への移行者数 6人※ 

 

うち就労移行支援事業の利用者数 5人 

うち就労継続支援Ａ型事業の利用者数 0人 

うち就労継続支援Ｂ型事業の利用者数 0人 

【目標値】 
令和８年度中の一般就労移行者数 

10人 

 

うち就労移行支援事業の利用者数 7人 

うち就労継続支援Ａ型事業の利用者数 2人 

うち就労継続支援Ｂ型事業の利用者数 1人 

【基準値】 
令和３年度の就労定着支援事業の利用者数 

4人 

【目標値】 
令和８年度の就労定着支援事業の利用者数 

6人 

【目標値】 
令和８年度において、就労移行支援事業利用終了者に占
める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の就労支援
移行事業所の割合【 新設 】 

50％ 

【目標値】 
令和８年度において、 
就労定着支援事業所のうち就労定着率７割以上の事業所
の割合 

25％ 

※ うち 1名は自立訓練から一般就労へ移行 
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等  

障がい児のライフステージに沿って、切れ目のない支援と保健、医療、福祉、

保育、教育、就労支援等と連携した支援を提供する体制の構築を目指します。 

 

■国が示す基本的な考え方 

〇令和８年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上

設置することを基本とする。 

〇令和８年度末までに、全ての市町村において、児童発達支援センターや地域の障

害児通所支援事業所等が保育所等訪問支援等を活用しながら、障害児の地域社会

への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築することを基本とす

る。【 新設 】 

〇令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基

本とする。 

〇令和８年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、

障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとと

もに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。 

 

 

■岩倉市の目標設定 

項 目 目 標 

児童発達支援センター設置 
令和８年度末時点の設置数 
１か所 

障がい児の地域社会への参加・包容（インク
ルージョン）の推進体制の構築【 新設 】 

令和８年度末までに体制を構築 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援
事業所の確保  

令和８年度末時点の事業所の数 
１か所 

重症心身障がい児を支援する放課後等デイ
サービス事業所の確保 

令和８年度末時点の事業所の数 
１か所 

医療的ケア児支援のための協議の場の設置 令和８年度末までに体制を構築 

 

項 目 
計画値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

医療的ケア児等に関するコーディネーター
の配置人数 

5人 6人 7人 
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（６）相談支援体制の充実・強化等  

相談支援体制の充実・強化等の推進のため、総合的・専門的な相談支援及び

地域の相談支援体制の充実・強化を目指し、活動指標を設定しました。 

 

■国が示す基本的な考え方 

〇令和８年度末までに各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制

の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談

支援センターを設置するとともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制

の強化を図る体制を確保することを基本とする。 

〇協議会においては、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等に

取り組むとともに、これらの取組を行うために必要な体制を確保することを基本

とする。【 新設 】 

 

■岩倉市の目標設定 

項 目 
計画値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基幹相談支援センターによる地域の相
談支援体制の強化 

   

 

地域の相談支援事業者に対する訪問
等による専門的な指導・助言件数 

100件 100 件 100件 

地域の相談支援事業者の人材育成の
支援件数 

5件 5件 5件 

地域の相談機関との連携強化の取組
の実施回数 

12回 12回 12回 

個別事例の支援内容の検証の実施回
数【 新設 】 

12回 12回 12回 

主任相談支援専門員の配置数 
【 新設 】 

1人 1人 1人 

地域自立支援協議会における個別事例
の検討を通じた地域サービス基盤の開
発・改善【 新設 】 

   

 

地域自立支援協議会に
おける相談支援事業所
の参画による事例検討
【 新設 】 

実施回数 12回 12回 12回 

参 加 事 業
者・機関数 

6機関 6機関 6機関 

地域自立支援協議会の
専門部会の設置【新設 】 

設置数 3部会 3部会 3部会 

実施回数 24回 24回 24回 
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（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築  

障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くのサービス事業者が参入す

る中、より一層事業者が利用者に対して、真に必要とするサービスを適切に提

供することができるよう、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に

係る体制を構築します。 

 

■国が示す基本的な考え方 

〇令和８年度末までに、都道府県や市町村において、サービスの質の向上を図るた

めの取組みに係る体制を構築することを基本とする。 

 

■岩倉市の目標設定 

項 目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させる
ための取組に係る体制の構築 

令和８年度までに体制を構築 

 

項 目 
計画値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

県が実施する障害福祉サービス等に係
る研修その他の研修への市職員の参加
人数 

1 人 1 人 1 人 

障害者自立支援審査支払等システム等
の審査結果を分析してその結果を事業
所や関係自治体等と共有する回数 

1 回以上 1 回以上 1 回以上 
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第４章    障害福祉サービスの⾒込量と確保策 

 

 

障害者総合支援法によるサービスは、国や県の義務的経費が伴う個別給付と

しての「自立支援給付」と、市の創意工夫により、利用者の状況に応じて柔軟

に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。自立支援給付の中の「介

護給付」とは、「居宅介護」「重度訪問介護」「同行援護」「行動援護」「重度障害

者等包括支援」「短期入所」「療養介護」「生活介護」「施設入所支援」をいい、

「訓練等給付」とは、「自立訓練（機能訓練・生活訓練）」「就労移行支援」「就

労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」「就労定着支援」「自立生活援助」「共同生活援助（グ

ループホーム）」をいいます。「障害福祉サービス」とは、これらのサービスの

総称です。 

 

 

 

  

＜障害者総合支援法のサービス体系＞ 

 

 

岩倉市 

自立支援給付  

介護給付 
・居宅介護（ホームヘルプ） 
・重度訪問介護 
・同行援護 
・行動援護 
・重度障害者等包括支援 
・短期入所（ショートステイ） 
・療養介護 
・生活介護 
・施設入所支援 

 

地域生活支援事業  

相談支援 
・計画相談支援 
・地域移行支援 
・地域定着支援 

障
が
い
者 

自立支援医療 
・更生医療 
・育成医療 
・精神通院医療（実施主体は県） 

訓練等給付 
・自立訓練(機能訓練・生活訓練) 
・就労移行支援 
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
・就労定着支援 
・就労選択支援 
・自立生活援助 
・共同生活援助(グループホーム) 

補装具 

・専門性の高い相談支援    ・広域的な対応が必要な事業    ・人材育成等 

愛知県 

支援 

 

・訪問入浴サービス 
・日中一時支援 

・更生訓練費給付 
・社会参加促進 
（自動車運転免許取得・改造助成、声の広報等） 

・意思疎通支援 
・移動支援 
・理解促進研修・啓発 

・相談支援 
・日常生活用具給付等 
・地域活動支援センター 
・自発的活動支援 

（
必
須
） 

（
任
意
） 
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１ 訪問系サービス 

訪問系サービスの充実を図り、必要なサービスを提供します。訪問系サービ

スとは、次の５つのサービスをいいます。 

 

 

 

 

  

① 居宅介護：障がいのある人が居宅において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調

理、洗濯及び掃除等の家事ならびに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般

にわたる援助を受けるサービスです。 

② 重度訪問介護：重度の肢体不自由・知的障がい・精神障がいのため常時介護を必

要とする人が、居宅において長時間にわたる介護と移動中の介護を総合的に受けら

れるサービスです。 

③ 同行援護：視覚障がいにより、移動に著しい困難がある人の外出時に同行し、移

動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつ、食事の介護等必要な援

助を行うサービスです。 

④ 行動援護：自己判断力が制限されている人（重度の知的障がいのある人又は重度

の精神障がいのある人であって、危険回避ができない、自傷、異食、徘徊等の行動

障がいに対する援護を必要とする人）が行動・外出する際の危険を回避するための

援護をいいます。 

⑤ 重度障害者等包括支援：常時介護を要する障がいのある人であって、その介護の

必要の程度が著しく高い人に対し、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援

護、生活介護、短期入所等のサービスを包括的に提供します。 
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（１）第６期計画と実績  

第６期計画における訪問系サービスの見込みと実績をみると、居宅介護及び

行動援護の利用時間が見込みを上回っています。重度訪問介護は、ほぼ見込み

どおりでした。同行援護は、利用者が見込みより少なかったため、利用時間が

見込みを大きく下回りました。なお、重度障害等包括支援は2022年度（令和４

年度）までは利用実績がありません。 

 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 
（％） 

計 画 実 績 
対計画比 
（％） 

計 画 

居宅介護 

人／月 70 65 92.9 72 66 91.7 74 

時間／月 882 1,197 135.7 907 1,128 124.4 932 

重度訪問介護 

人／月 2 2 100.0 2 2 100.0 2 

時間／月 618 634 102.6 618 640 103.6 618 

同行援護 

人／月 6 2 33.3 7 2 28.6 8 

時間／月 237 98 41.4 277 97 35.0 316 

行動援護 

人／月 3 3 100.0 4 4 100.0 5 

時間／月 9 37 411.1 12 60 500.0 15 

重度障害者 

等包括支援 

人／月       1 

時間／月       600 

 

 

 

 

  

訪問系サービスの計画と実績 

注）実績は、1 か月あたりの平均値 
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（２）サービス量の見込み等  

訪問系サービスの量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2022年度（令

和４年度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

なお、重度障害者等包括支援については、サービスの利用実績はありません

が、介護者の高齢化等を考慮し、最終年度に1人分見込みました。 

 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

居宅介護 

人／月 76 81 87 

時間／月 1,247 1,329 1,427 

重度訪問介護 

人／月 2 2 3 

時間／月 706 706 1,059 

同行援護 

人／月 4 4 4 

時間／月 169 169 169 

行動援護 

人／月 6 7 8 

時間／月 82 96 110 

重度障害者 

等包括支援 

人／月 0 0 1 

時間／月 0 0 600 

 

（３）サービス量の確保策  

今後、障がいのある人の地域移行が進むことや高齢化・核家族化の進展等に

より、訪問系サービスのニーズは高まると予測されます。利用者のニーズを的

確に把握し、近隣の提供事業者との連携や支援・提供体制の充実を図ります。 

また、居宅介護、行動援護では、今後のサービス需要の増大にあわせ、事業

所との連携や人材確保に向けた助言・指導を行う等相談支援体制や必要なサー

ビス量の確保に努めます。 

なお、障がい特性を理解した人材を確保するため、各種研修等に関する情報

提供を図るとともに、市内における潜在的な人材の発掘・育成に努めます。 

  

訪問系サービスの見込量 
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２ 日中活動系サービス 

利用者のニーズに応じて、日中活動系サービスの確保とサービスの向上に努

めます。日中活動系サービスとは、次の10のサービスをいいます。  

➀ 生活介護：常時介護を要する障害支援区分が一定以上の障がいのある人が、主と

して昼間において、障害者支援施設やデイサービスセンターで、入浴、排せつ又は

食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供等を受ける事業です。通所者と

施設入所者の多くが日中活動として利用しています。 

② 自立訓練（機能訓練）：病院を退院し、身体的リハビリテーションの継続や社会的

リハビリテーションの実施が必要な障がいのある人や、特別支援学校を卒業し、社

会的リハビリテーションの実施が必要な障がいのある人が、地域生活を営む上で必

要な身体機能の維持・回復等のための訓練を受ける事業です。 

③ 自立訓練（生活訓練）：病院や施設を退院・退所した人や、特別支援学校を卒業し

た人等のうち、社会的リハビリテーションの実施が必要な障がいのある人が、地域

生活を営む上で必要な生活能力の維持・向上等のための訓練を受ける事業です。 

④ 就労移行支援：就労を希望する障がいのある人に、生産活動その他の活動の機会

を通じて、就労に必要な知識と能力の向上のために必要な訓練等を行う事業です。

就労移行支援利用期間は一般型が２年間、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はき

ゅう師の資格取得を目的とする場合は３年間又は５年間とされています。 

⑤ 就労継続支援（Ａ型）：通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人

に、雇用契約等に基づき就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の

機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う事業で

す。 

⑥ 就労継続支援（Ｂ型）：通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人

に、就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じ

て、その知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う事業です。 

⑦ 就労定着支援：就労移行支援等を利用して一般就労へ移行した⼈で、就労に伴う

環境の変化により生活面に課題が生じている人を対象に、相談を通じて生活面の課

題を把握するとともに、企業や関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向

けて必要となる⽀援を⾏う事業です。 
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⑧ 就労選択支援：就労アセスメントの手法を活用して整理した就労能力や適性、配

慮事項等に応じて障がいのある人本人が雇用や福祉、医療等の関係機関と連携しつ

つ、一般就労や就労継続支援Ａ型、Ｂ型等の就労系障害福祉サービスの事業所の利

用の選択を支援します。 

⑨ 療養介護：医療を要する障がいのある人であって常時介護を要する人が、主とし

て昼間において、機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護及び

日常生活の支援を医療機関併設の施設で受ける事業です。 

⑩ 短期入所：居宅において介護を行う人の疾病その他の理由により、施設への短期

間の入所を必要とする障がいのある人が、入浴、排せつ及び食事の介護等を受ける

事業です。障害者支援施設等で実施する福祉型と、医療機関等で実施する医療型が

あります。 
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（１）第６期計画と実績  

第６期計画における日中活動系サービスの見込みと実績をみると、就労継続

支援Ａ型と就労継続支援Ｂ型の利用者数及び利用時間（日数）が見込みを上回

っています。就労系のサービスでは、概ね計画どおりとなっており、障がいの

ある人の活動の場が確保されつつあります。 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

生活介護 

人／月 99 99 100.0 101 99 98.0 103 

人日／月 1,922 1,911 99.4 1,961 1,863 95.0 2,000 

自立訓練 

(機能訓練) 

人／月 1 0 0.0 1 0 0.0 2 

人日／月 6 0 0.0 6 0 0.0 12 

自立訓練 

(生活訓練) 

人／月 5 1 20.0 6 3 50.0 7 

人日／月 72 7 9.7 86 16 18.6 101 

就労移行支援 

人／月 8 10 125.0 9 8 88.9 10 

人日／月 130 147 113.1 146 123 84.2 163 

就労継続支 

援Ａ型 

人／月 42 48 114.3 44 53 120.5 46 

人日／月 831 930 111.9 871 1,038 119.2 910 

就労継続支 

援Ｂ型 

人／月 62 66 106.5 64 73 114.1 66 

人日／月 926 968 104.5 956 1,132 118.4 986 

就労定着支援 人／月 4 5 125.0 5 4 80.0 5 

療養介護 

人／月 2 1 50.0 2 1 50.0 2 

人日／月 60 30 50.0 60 30 50.0 60 

短期入所 

（福祉型） 

人／月 13 8 61.5 14 10 71.4 15 

人日／月 53 32 60.4 57 41 71.9 61 

短期入所 

（医療型） 

人／月 1 4 400.0 1 1 100.0 2 

人日／月 7 14 200.0 7 7 100.0 14 

  

日中活動系サービスの計画と実績 

注）実績は、1 か月あたりの平均値 
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（２）サービス量の見込み等  

日中活動系サービスの量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2024年度

（令和４年度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

生活介護 

人／月 102 104 105 

人日／月 1,967 2,005 2,025 

自立訓練（機能訓練） 

人／月 1 1 1 

人日／月 6 6 6 

自立訓練（生活訓練） 

人／月 3 4 4 

人日／月 30 39 39 

就労移行支援 

人／月 11 14 16 

人日／月 164 208 238 

就労継続支援Ａ型 

人／月 67 75 85 

人日／月 1,310 1,467 1,662 

就労継続支援Ｂ型 

人／月 86 93 101 

人日／月 1,277 1,381 1,500 

就労定着支援 人／月 7 10 13 

就労選択支援 人／月 - - 4 

療養介護 

人／月 1 1 1 

人日／月 30 30 30 

短期入所（福祉型） 

人／月 14 15 16 

人日／月 56 60 64 

短期入所（医療型） 

人／月 1 1 1 

人日／月 7 7 7 

  

日中活動系サービスの見込量 
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（３）サービス量の確保策  

今後もサービス利用者数の増加が見込まれるため、サービス需要の増大につ

いての情報提供に努め、社会福祉法人等の従来の事業の担い手だけにとどまら

ず、より幅広く多くのサービス提供事業者と連携して利用の支援を図ります。

また、利用者が安心してより質の高いサービスを受けられるよう、事業者の運

営の適正化を図ります。 

就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ型については、特別支援学校をはじめ教

育関係者、サービス提供事業所、市で情報を共有し、特別支援学校卒業者の将

来における地域での自立を前提に、当該事業が効果的に提供できるよう支援し

ていきます。 

なお、障がい特性を理解した従業者を確保するため、各種研修等に関する情

報提供を図るとともに、市内における潜在的な人材の発掘に努めます。 
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３ 居住系サービス 

地域における障がいのある人の居住の場の整備を進めるとともに、自立訓練事業

等の推進等により、福祉施設の入所または病院の入院から地域生活への移行を促進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）第６期計画と実績  

第６期計画における居住系サービスの見込みと実績をみると、共同生活援助

(グループホーム)の利用者数が見込みを上回っています。 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 
（％） 

計 画 実 績 
対計画比 
（％） 

計 画 

自立生活援助 人／月 0 0 - 1 0 - 1 

共同生活援助 人／月 38 45 118.4 39 51 130.8 41 

施設入所支援 人／月 18 18 100.0 18 16 88.9 17 

 

 

 

  

① 自立生活援助：障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへ移行した障

がいのある人等について、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の

期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がいのある人の理解力、

生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行う事業です。 

② 共同生活援助（グループホーム）：障がいのある人が共同生活を行う住宅です。平

日の日中は、日中活動の事業を利用します。 

③ 施設入所支援：施設に入所する障がいのある人が、主として夜間において、入

浴、排せつ又は食事の介護等を受ける事業です。平日の日中は、日中活動の事業を

利用します。 

注）実績は、1 か月あたりの平均値 

居住系サービスの計画と実績 
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（２）サービス量の見込み等  

居住系サービスの量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2023年度（令

和５年度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

施設入所支援については、国の基本方針と本市の利用者の実情を勘案し、

2026年度（令和８年度）末時点の利用者数を14人としました。また、自立生活

援助については、サービスの利用実績はありませんが、地域移行の促進に必要

なサービスであること等を考慮し見込みました。 

 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

自立生活援助 人／月 1 1 1 

 うち精神障がいのある人 人／月 1 1 1 

共同生活援助 人／月 67 77 88 

 うち精神障がいのある人 人／月 9 11 13 

施設入所支援 人／月 15 15 14 

 

（３）サービス量の確保策  

障がい者のニーズの把握に努め、必要なサービスを提供できるよう、居住系

サービス利用の支援体制の整備を図ります。 

共同生活援助については、市内には、４か所の事業所により7ユニット63人分

が整備されています。今後の整備については、利用者のニーズを把握しながら、

障がいのある人に対する誤解・偏見が生じないよう、障がいに対する正しい理

解や知識について、地域住民への周知・啓発を図るとともに、自立生活援助、

地域移行支援及び地域定着支援等の推進により、入所等から地域生活への移行

を進めます。 

  

居住系サービスの見込量 



 
36 

４ 相談支援 

相談支援には、計画相談支援、地域移行支援及び地域定着支援があります。 

 

（１）第６期計画と実績  

第６期計画における相談支援の見込みと実績をみると、計画相談支援の利用

者数は2021年度（令和３年度）、2022年度（令和４年度）ともにほぼ見込みどお

りとなっています。 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

計画相談支援 人／月 58 62 106.9 60 64 106.7 62 

地域移行支援 人／月 1 1 100.0 1 1 100.0 1 

地域定着支援 人／月 1 1 100.0 1 0 0.0 1 

 

  

① 計画相談支援：障がいのある人の心身の状況、置かれている環境、サービス利用

意向等を勘案してサービス等利用計画案を作成します。また、支給決定を受けた障

がいのある人が継続して障害福祉サービスや地域相談支援を適切に利用できるよ

う、サービス等利用計画の見直しを行います。 

② 地域移行支援：障害者支援施設の入所者、精神科病院入院者等に、住宅の確保、

その他地域生活への移行のための活動に関する相談等を行います。 

③ 地域定着支援：ひとり暮らしの障がいのある人等と常時の連絡体制を確保し、緊

急事態の相談等を行います。 

注）実績は、1 か月あたりの平均値 

相談支援の計画と実績 
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（２）サービス量の見込み等  

計画相談支援については、2021年度（令和３年度）から2024年度（令和４年

度）の利用実績を参考にするとともに、利用者が拡大することを想定し見込み

ました。 

地域移行支援及び地域定着支援については、入所・入院者の地域生活への移

行等を勘案して設定しました。 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

計画相談支援 人／月 81 91 103 

地域移行支援 人／月 1 1 1 

 うち精神障がいのある人 人／月 1 1 1 

地域定着支援 人／月 1 1 1 

 うち精神障がいのある人 人／月 1 1 1 

 

（３）サービス量の確保策  

支援を必要とする利用者に、サービス利用の調整・モニタリング等の支援が

提供されるよう相談支援体制の充実を図ります。 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関である基幹相談支援セン

ターが、地域の相談支援事業所等に対する専門的な指導・助言、情報収集、人

材育成等を行い、地域における相談支援機能の強化を図ります。 

  

相談支援の見込み 
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５ 自立支援医療 

障害者総合支援法に基づき、障がいを除去・軽減するための医療について、医療

費の自己負担額を公費により負担しています。 

 

（１）実績  

第６期計画における自立支援医療の実績は、次のとおりです。なお、精神通

院医療は県が実施主体です。 

 

区  分 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

育
成
医
療 

肢体不自由 1 1 

音声・言語・そしゃく機能障がい 0 0 

視覚障がい 0 0 

内部障がい 0 0 

計 1 1 

更
生
医
療 

肢体不自由 0 0 

内部障がい 68 81 

免疫機能障がい 7 7 

計 75 88 

精神通院医療 744  

 

（２）第７期の展開  

心身の障がいの状態の軽減を図り、自立した日常生活または社会生活を営む

ために必要な医療について、障がいのある人が安心して受けられるよう、医療

費の助成を行います。  

① 育成医療：18 歳未満の児童が、障がいの軽減や機能の維持のために手術等を行う

場合に、その医療費を助成します。 

② 更生医療：18 歳以上の身体障がいのある人が、障がいの軽減や機能の維持のため

に手術等を行う場合に、その医療費を助成します。 

③ 精神通院医療：精神障がいのある人が通院によって精神疾患の医療を受ける場合

に、その医療費を助成します。 

自立支援医療の実績 
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６ 補装具の購入費・修理費の一部給付 

身体障がいのある人の身体機能を補完・代替するための用具（車いす・義肢・補

聴器等）の購入費・修理費の一部を給付しています。 

 

（１）実績  

第６期計画における補装具の給付等の実績は、次のとおりです。 

 

区  分 
2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

購入実績 修理実績 購入実績 修理実績 

義足・義眼 2 2 0 1 

装具 11 1 14 2 

座位保持装置 4 1 2 1 

視覚障がい者 
安全つえ 

2 1 3 0 

補聴器・眼鏡 10 2 11 3 

車いす（電動車含む） 1 1 3 10 

歩行補助つえ 0 0 4 0 

歩行器 1 0 4 0 

計 31 8 41 17 

 

 

（２）第７期の展開  

身体障がいのある人の身体機能を補完・代替する補装具の購入または修理に

要した費用の一部について支給します。 

  

注）実績のない補装具は除く。 

補装具給付等の実績 単位：件 
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第５章    地域生活支援事業の見込量と確保策 

 

 

 

地域生活支援事業は、障がいのある人が基本的人権を享有する個人としての

尊厳にふさわしい自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、地域

の特性やサービスを利用する人の状況に応じた柔軟な形態による事業を効果

的・効率的に実施することを目的としています。 

地域生活支援事業には、必ず実施しなければならない必須事業と、市の判断

で実施することができる任意事業があります。 

 

１ 必須事業 

（１）相談支援事業  

 

➀ 障がい者相談支援事業 

当事者及びその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供・助言、障害福祉

サービスの利用支援等を行うとともに、制度・サービスの周知活動、障がいの

ある人の権利擁護のための情報提供・利用促進等の援助を行います。 

 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

相談支援事業 か所 3 1 - 3 1 - 3 

  

障がいのある人等からの相談に応じ、必要な情報の提供・助言、障害福祉サービス

の利用支援、権利擁護のために必要な援助等を行う事業です。 

相談支援事業の計画と実績 

＜第６期計画と実績＞ 
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区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

相談支援事業 か所 1 1 1 

 

 

障がいのある人が安心して地域で生活できるよう、基幹相談支援センターを

活用し、多様な相談ニーズに応じられるよう体制を整備します。また、判断能

力に不安のある人が、地域で安心して自立した生活が送れるよう、権利擁護支

援における中核機関である尾張北部権利擁護支援センターとの連携を密にし

て、本市における総合的な相談業務及び権利擁護に関する支援を実施し、包括

的かつ予防的な相談支援体制の充実を図ります。 

 

② 基幹相談支援センター等機能強化事業 

総合的な相談業務を行う基幹相談支援センターに専門職の相談員を４人配

置し、相談支援を必要とする困難ケースへの対応、相談支援事業者等に対する

専門的な指導・助言等、相談支援事業が適正・円滑に実施されるよう、地域の

相談機能の強化を図ります。 

 

③ 地域自立支援協議会 

地域の実情に応じ、中立・公平な立場で適切な相談支援が実施できる体制の

充実を図るとともに、相談支援事業を効果的に実施するため、事業者、雇用、

教育、医療等の関連する分野の関係者からなる地域自立支援協議会を活用し、

相談支援事業、各種サービスを総合的に調整・推進します。 

 

④ 成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の利用が必要と認められる障がいのある人に対し、成年後見制

度の申立てに要する経費、後見人等の報酬を助成する成年後見制度利用支援事

業を実施します。障がいのある人が安心して地域生活を送ることができるよう、

中核機関である尾張北部権利擁護支援センターとの連携を図りながら、事業の

普及に努めます。 

  

＜サービス量の見込み等＞ 

相談支援事業の見込量 

＜サービス量の見込み等＞ 
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区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

成年後見制度 

利用支援事業 
件 3 2 66.7 4 2 50.0 5 

 

 

世帯状況の変化により、対象者が増加することを想定し⾒込みました。 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

成年後見制度利用支援事業 件 3 4 5 

 

 

障がいのある人が安心して地域で生活できるよう、事業の普及に努めます。 

 

⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

尾張北部権利擁護支援センターとの連携のもと、成年後見制度における後見

等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備します。 

 

⑥ 住宅入居等支援事業 

賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているものの、保証人がいない等

の理由により入居が困難な障がいのある人に対し、入居に必要な調整等に係る

支援を行うとともに、家主等への相談・助言を行う住宅入居等支援事業の実施

を検討します。 

  

＜第６期計画と実績＞ 

成年後見制度利用支援事業の計画と実績量 

＜サービス量の見込み等＞ 

成年後見制度利用支援事業の見込量 

＜サービス量の確保策＞ 



 
43 

（２）意思疎通支援事業  

 

 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

手話通訳者派遣事 

（実利用者数） 
人 5 4 80.0 6 5 83.3 7 

要約筆記者派遣事業 

（実利用者数） 
人 5 1 20.0 6 2 33.3 7 

手話通訳者設置事業 

（実設置者数） 
人 1 1 100.0 1 1 100.0 1 

手話奉仕員養成研修事

業（修了者数） 
人 5 0 － 5 1 20.0 10 

 

 

意思疎通支援事業の量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2023年度（令

和５年度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

手話通訳者派遣事業 

（実利用者数） 
人 7 8 9 

要約筆記者派遣事業 

（実利用者数） 
人 3 4 5 

手話通訳者設置事業 

（実設置者数） 
人 1 1 1 

手話奉仕員養成研修事業 

（修了者数） 
人 3 3 3 

 

 

意思疎通に支援を必要とする人が安心して日常生活を送ることができるよ

うに手話通訳者・要約筆記者の養成・派遣を行い、事業の周知に努めます。  

聴覚、言語・音声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障の

ある人が、他の人との意思疎通を円滑にできるよう、手話通訳者・要約筆記者の派遣

を行う事業です。また、市の相談窓口に手話通訳者を設置するとともに、手話奉仕員

養成のための研修・講座を開催しています。 

＜第６期計画と実績＞ 

意思疎通支援事業の計画と実績 

＜サービス量の見込み等＞ 

意思疎通支援事業の見込量 

＜サービス量の見込み等＞ 
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（３）日常生活用具給付等事業  

 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

介護・訓練支援用具 件 3 0 － 3 1 33.3 3 

自立生活支援用具 件 7 5 71.4 7 3 42.9 7 

在宅療養等支援用 件 6 4 66.7 6 7 116.7 6 

情報・意思疎通支援用具 件 6 4 66.7 6 2 33.3 6 

排泄管理支援用具 件 1,020 1,034 101.4 1,040 1,063 102.2 1,060 

居宅生活動作補助用具 件 ― 0 ― ― 0 ― ― 

 

 

日常生活用具給付等事業の量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2022

年度（令和４年度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

介護・訓練支援用具 件 3 3 3 

自立生活支援用具 件 5 5 5 

在宅療養等支援用具 件 7 7 7 

情報・意思疎通支援用具 件 4 4 4 

排泄管理支援用具 件 1,070 1,090 1,110 

居宅生活動作補助用具 件 ― ― ― 

 

 

障がいのある人が安定した日常生活を送ることができるよう、サービスを必

要とする人への事業の周知及び利用に関する情報提供を行い、障がいの特性に

合わせた適切な日常生活用具の給付に努めます。  

障がいのある人の日常生活上の便宜を図るため、自立生活支援用具等の日常生活用

具を給付または貸与を行う事業です。 

＜第６期計画と実績＞ 

日常生活用具給付等事業の計画と実績 

＜サービス量の見込み等＞ 

＜サービス量の確保策＞ 

日常生活用具給付等事業の見込量 
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（４）移動支援事業  

 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

移動支援事業 

人／月 35 20 57.1 36 18 50.0 37 

時間／月 280 131 46.8 288 156 83.0 296 

 

 

移動支援事業の量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2022年度（令和

４年度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

移動支援事業 

人／月 20 22 24 

時間／月 180 198 216 

 

 

利用者の状況やニーズに応じた柔軟な形態での実施等、移動支援の充実を図

ります。 

  

屋外での移動が困難な障がいのある人に対し、社会生活上必要不可欠な外出及び余

暇活動等の社会参加のための外出の際の移動を支援する事業です。 

移動支援事業の計画と実績 

＜第６期計画と実績＞ 

＜サービス量の見込み等＞ 

移動支援事業の見込量 

＜サービス量の確保策＞ 
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（５）地域活動支援センター事業  

 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

地域活動支援 

センター事業 

人／月 7 4 57.1 7 4 57.1 7 

か所 7 5 71.4 7 5 71.4 7 

 

 

地域活動支援センター事業の量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2022

年度（令和４年度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

地域活動支援センター事業 

人／月 5 5 5 

か所 5 5 5 

 

 

創作的活動や生産活動を行いながら、地域との交流の場としての充実を目指

し、利用者のニーズに応じた内容のサービスが提供できる体制を整えるととも

に、サービス量の確保と質の向上に努めます。 

  

障がいのある人の地域における自立生活と社会参加を促進するため、地域活動支援

センターへの通所により、創作的活動または生産活動の機会を提供し、社会との交流

の促進等の支援する事業です。 

地域活動支援センター事業の計画と実績 

＜第６期計画と実績＞ 

＜サービス量の見込み等＞ 

＜サービス量の確保策＞ 

地域活動支援センター事業の見込量 
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（６）理解促進研修・啓発事業  

広報紙やホームページを通じた関連情報の提供、講演会の実施等を通じて、

障がいを理由とする差別の解消を推進し、誰もがお互いに人格と個性を尊重し、

支え合う社会の実現をめざします。 

 

（７）自発的活動支援事業  

交流会等の活動場所の提供や情報提供を通じ、障がいのある人が自発的に行

う活動に対する支援をします。 

  

障がいのある人が日常生活や社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去する

ため、イベント等をはじめとする障がいのある人の理解を深めるための研修・啓発を

通じて地域住民への働きかけを行う事業です。 

障がいのある人が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障がいの

ある人、その家族、地域住民等による地域における自発的な取組を支援する事業で

す。 
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２ 任意事業 

任意事業として、次の事業を実施します。 

（１）第６期計画と実績  

第６期計画における任意事業の見込みと実績をみると、ほぼ計画の範囲内で

サービスを提供しています。 
 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

訪問入浴サー

ビス事業 
人／月 2 2 100.0 2 2 100.0 2 

更生訓練費給

付事業 
人／月 7 8 114.2 8 7 87.5 9 

日中一時支援

事業 

人／月 30 25 83.3 32 25 78.1 34 

か所 33 32 97.0 33 32 97.0 33 

自動車運転免

許取得 
人／年 1 0 0.0 1 1 100.0 1 

自動車改造助

成費事業 
人／年 2 1 50.0 2 3 150.0 2 

声の広報等発

行事業 
人／月 6 6 100.0 6 6 100.0 6 

  

＜任意事業の計画と実績＞ 

① 訪問入浴サービス事業：居宅において入浴することができない重度身体障がいの

ある人の家庭へ訪問入浴車を派遣し、入浴サービスを行います。 

② 更生訓練費給付事業：就労移行支援や自立訓練をしている人のうち、低所得等で

利用者負担が生じない人に対して訓練費を支給します。 

③ 日中一時支援事業：障がいのある人及び子どもの日中における活動の場を確保し

ます。また、障がいのある人の家族の就労支援、障がいのある人を日常的に介護し

ている家族の一時的な休息を目的に実施します。 

④ 社会参加促進事業（自動車運転免許取得・改造助成事業）：身体障がいのある人

が、就労等に伴い、普通自動車運転免許を取得したり、自動車を改造する場合に要

する経費の一部を助成する事業を実施します。 

⑤ 社会参加促進事業（声の広報等発行事業）：文字による情報入手が困難な障がいの

ある人のために、音声訳その他わかりやすい方法により、広報紙等を定期的に提供

します。 
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（２）サービス量の見込み等  

任意事業の量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2022年度（令和４年

度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

 

区  分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

訪問入浴サービス事業 人／月 2 2 2 

更生訓練費給付事業 人／月 8 9 10 

日中一時支援事業 

人／月 30 32 34 

か所 32 32 32 

自動車運転免許取得 人／年 1 1 1 

自動車改造助成費事業 人／年 2 2 2 

声の広報発行事業 回 12 12 12 

 

（３）サービス量の確保策  

自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、地域の実情等を

勘案し、サービスを必要とする人への配慮を行いながらサービス利用の支援を

図ります。また、必要とする人が利用できるよう、事業の周知と利用の促進を

図ります。 

 

  

任意事業の見込量 
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第６章  障がい児に対するサービスの見込量と確保策 

 

 

 

児童福祉法等の改正により、2012年度（平成24年度）以前の知的障害児施設、

知的障害児通園施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設等の障がい種別

に分かれていた施設体系が、通所による支援は「障害児通所支援（児童発達支

援等）」、入所による支援は「障害児入所支援（障害児入所施設）」に一元化され

るとともに、18歳以上の障害児施設利用者は、障害者総合支援法に基づく障害

福祉サービスにより対応することとなりました。 

また、2016年（平成28年）の児童福祉法の改正により重度の障がい児を対象

とした「居宅訪問型児童発達支援」が創設されました。 

 

＜児童福祉法に基づく障がい児サービス体系＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

岩倉市 

障害児通所支援 

・児童発達支援 

・放課後等デイサービス 

・保育所等訪問支援 

・居宅訪問型児童発達支援 

愛知県 

障
が
い
児 

障害児入所支援 

・福祉型 

・医療型 
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１ 障害児通所支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）第６期計画と実績  

第６期計画における障害児通所支援の見込みと実績をみると、放課後等デイ

サービスは見込みを上回っています。 

 

区  分 

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比 

（％） 
計 画 実 績 

対計画比 

（％） 
計 画 

児童発達支援 
人／月 35 25 71.4 36 34 94.4 37 

人日／月 280 200 71.4 288 250 86.8 296 

放課後等デイ

サービス 

人／月 80 83 103.8 85 95 111.8 90 

人日／月 800 933 116.6 850 1,032 121.4 900 

保育所等訪問

支援 

人／月 0 2 - 1 1 100.0 1 

人日／月 0 3 - 1 2 200.0 1 

医療型児童発

達支援 

人／月 2 1 50.0 2 1 50.0 3 

人日／月 20 2 10.0 20 4 20.0 30 

居宅訪問型児

童発達支援 

人／月 0 0 - 0 0 - 1 

人日／月 0 0 - 0 0 - 8 

 

① 児童発達支援：集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる就学前の子

どもに対し、日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並びに集団生活へ

の適応のための支援等を行います。 

② 放課後等デイサービス：学校通学中の障がいのある児童生徒に対し、放課後や夏

休み等の長期休暇中において、生活能力向上、社会との交流の促進等の支援を行い

ます。 

③ 保育所等訪問支援：保育園等を利用している障がいのある子どもや今後利用予定

のある障がいのある子どもが、保育園等における集団生活の適応のための専門的な

支援を必要とする場合、その本人及び当該施設のスタッフに対し、集団生活に適応

するための訓練や支援方法の指導を行います。 

④ 居宅訪問型児童発達支援：重度の障がい等の状態にある子どもであって、障害児

通所支援を利用するために外出することが著しく困難な子どもに発達支援が提供で

きるよう、障がいのある子どもの居宅を訪問して発達支援を行う事業です。 

障害児通所支援の計画と実績 

注）実績は、1 か月あたりの平均値 
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（２）サービス量の見込み等  

障害児通所支援の量の見込みは、2021年度（令和３年度）から2023年度（令

和５年度）の利用実績を参考に次のとおりとしました。 

障害児通所支援の見込量 

区   分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

児童発達支援 
人／月 37 38 39 

人日／月 292 300 309 

放課後等デイサービス 
人／月 110 115 120 

人日／月 1,210 1,265 1,330 

保育所等訪問支援 
人／月 4 7 10 

人日／月 10 20 30 

居宅訪問型児童発達支援 
人／月 1 1 1 

人日／月 8 8 8 

 

 

（３）サービス量の確保策  

利用者のニーズに応じ、各事業に取り組む事業所の参入の促進に努めます。  

注）児童発達支援と医療型児童発達支援は、令和６年４月より児童発達支援として一元化  
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２ 障害児相談支援 

障がいのある子どもが障害福祉サービス等を利用する際に、障害児支援計画

の作成及び支給決定後の見直し（モニタリング）を行います。 

 

（１）第６期計画と実績  

第６期計画における障害児相談支援の見込みと実績をみると、利用者数はほ

ぼ見込みどおりです。 

障害児相談支援の計画と実績 

区    分 

2021 年度（令和３年度） 2022 年度（令和４年度） 

2023年度 

(令和５ 

年度) 

計 画 実 績 
対計画比

（％） 
計 画 実 績 

対計画比

（％） 
計 画 

障害児相談支 

援 
人／月 25 24 96.0 27 28 103.7 29 

注）実績は、1か月あたりの平均値 

 

（２）サービス量の見込み等  

利用希望者が順次拡大することを想定し、見込みました。 

障害児相談支援の見込量 

区   分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

障害児相談支援 人／月 34 36 38 

 

（３）サービス量の確保策  

障害児支援計画の作成とモニタリングを適切に実施していくことができる

よう、相談支援体制の充実を図ります。 
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３ 発達障がい者等に対する支援 

発達障がい者等の早期発見・早期支援には、発達障がい者等及び家族等への

支援として、保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や方

法を身に付け、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレント

トレーニング等の発達障がい者等及びその家族等に対する支援体制を確保す

るための取組を実施します。 

 

■国が示す基本的な考え方 

〇発達障害者等が可能な限り身近な場所において必要な支援が受けられるよう、都

道府県及び指定都市は、地域の実情を踏まえつつ、発達障害者支援センターの複

数設置や発達障害者地域支援マネジャーの配置等を適切に進めることが重要であ

る。市町村には、発達障害者等の支援についての活動指標を設定して取り組むこ

とを求めている。 

 

■岩倉市の目標設定 

項 目 

計画値 

2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

ペアレントプログラム※やペアレントト
レーニング※等の支援プログラム等受講
者数（保護者） 

3人 3人 3人 

ペアレントプログラムやペアレントト
レーニング等の支援プログラム等実施
者数（支援者）【 新設 】 

1人 1人 1人 

ペアレントメンター※の人数 1人 1人 1人 

ピアサポート※の活動への参加人数 1人 1人 1人 

 

※ ペアレントトレーニング：保護者や養育者を対象に、行動理論をベースとして環境調整

や子どもへの肯定的な働きかけをロールプレイやホームワークを通して学び、保護者や

養育者のかかわり方や心理的なストレスの改善、子どもの適切な行動を促進し、不適切

な行動の改善をめざす家族支援のアプローチの一つ。地域においては、発達障がい児の

支援機関等で実施されることが多い。 

※ ペアレントプログラム：子育てに難しさを感じる保護者が、子どもの「行動」の客観的

な理解の仕方を学び、楽しく子育てに臨む自信をつけることを目的としたプログラム。 

※ ペアレントメンター：発達障がいのある子を育てた経験があり、かつ相談支援に関する

一定のトレーニングを受けた親を指す。同じような発達障がいのある子どもの親に対し

て、共感的なサポートを行い、地域資源についての情報を提供することができる。 

※ ピアサポート：ピア（peer）は仲間や同僚という意味があり、障がいのある人が自らの

体験に基づいて、他の障がいのある人を支援する活動をいう。  
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４ 子ども・子育て支援 

障がいのある子どもが、子ども・子育て支援事業の利用を希望する場合に、

できる限り希望に沿った提供ができるよう、保育園・認定こども園、放課後児

童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における受け入れ体制を整備します。 

 

（１）保育園等  

2023年度（令和５年度）現在、市立保育園が７園、私立保育園が１園、小規

模保育事業所が２園、認定こども園が３園あります。障がいのある子どもにつ

いては、2022年度（令和４年度）は33人を受け入れました。 

＜サービス量の見込み等＞ 

保育園等における障がいのある子どもの受け入れ 

区   分 
2024年度 

（令和６年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

2026年度 

（令和８年度） 

保育園等 人 40 40 40 

＜サービス量の確保策＞ 

障がいのある子どもの入園希望に対応するため、保育園での受け入れを進め

るとともに、認定こども園等での受け入れを働きかけます。 

 

（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  

2023年度（令和５年度）現在、市内の放課後児童クラブは６か所あります。

障がいのある子どもについては、2022年度(令和4年度)は28人の利用がありま

した。 

＜サービス量の見込み等＞ 

放課後児童クラブにおける障がいのある子どもの受け入れ 

区   分 
2024年度 

（令和6年度） 

2025年度 

（令和7年度） 

2026年度 

（令和8年度） 

放課後児童クラブ 人 35 35 35 

＜サービス量の確保策＞ 

放課後児童クラブにおいて、様々なニーズに対応できるように、支援員を配

置する等障がいのある子どもの受け入れ体制を整えていきます。 
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第７章    計画の推進 

 

 

 

１ 地域共生社会をめざして 

（１）理解の促進  

障がいのある人を取り巻く地域の課題は、当事者や、その家族の努力や行政

の支援だけで解決できるものではありません。障がいのある人が住み慣れた地

域で安心して暮らし続けるためには、地域住民によるさまざま支援が必要であ

り、市民一人ひとりが本計画の推進役となる必要があります。 

そこで、市民の障がいに対する理解を深めるため、本計画の内容の周知を図

り、障がいの有無にかかわらずお互いが支えあうことができる地域共生社会を

めざします。 

 

（２）障がいを理由とする差別の解消  

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」(以下「障害者差別解消

法」といいます。)では、行政機関や民間事業者等による障がいを理由とする差

別の禁止を定めています。これには、利用しにくい物理的障壁、利用しにくい

制度等の社会的障壁、障がいのある人の存在を意識していない慣習、文化、障

がいのある人への偏見等が含まれています。 

市においては、職員に障害者差別解消法の趣旨を徹底的に理解させるととも

に、事業者をはじめすべての市民にこの法律の目的が浸透するよう広報活動に

努めます。 

 

（３）共生型サービスの推進  

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律

により、2018年度(平成30年度)から介護保険と障害福祉サービスの両制度に共

生型サービスが設けられ、障害福祉サービス事業所等であれば、介護保険事業

所の指定も受け易くする等、障がい者・高齢者を柔軟に受け入れられる仕組み

が導入されました。障がい者が65歳以上になっても、使い慣れた事業所におい



 
57 

てサービスを利用しやすくするという観点から、今後、長寿介護課と連携して、

市内事業所における共生型サービスの普及を進めます。 

 

 

２ 計画の推進体制 

（１）市民と行政の協働による推進  

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、地域住

民やボランティアによるさまざまな支援が必要不可欠です。 

そこで、計画の推進にあたっては、多くの市民の協力が得られるよう働きか

け、当事者団体、医師会、歯科医師会、民生委員児童委員協議会等開連組織の

連携を強化し、市民と行政の協働による施策の展開をめざします。 

 

（２）関係機関との連携 

障がい者・児施策を総合的に推進するには、事業所等様々な主体との連携が

必要です。事業者、企業、医療機関、教育機関、公共職業安定所、社会福祉協

議会、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等の各関係機関と

連携を図り、それぞれの役割を明確にしながら地域における支援体制の強化を

図ります。 

 

（３）庁内の推進体制  

本計画は、福祉の分野に限らず、保健、教育、就労等幅広い分野にまたがっ

た計画であるため、岩倉市健康福祉部福祉課が中心となり、庁内関係部署が相

互に連携して施策を推進します。 

また、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する

法律」に基づき、市としては、障がい者就労施設から優先的に物品を購入し、

又は役務の提供を受けるよう努め、障がいのある人の自立を支援していきます。 

 

（４）県及び広域的な連携  

広域的に取り組む必要のある事項については、県及び尾張北部圏域（障害保

健福祉圏域）内の市町と連携して推進します。 
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（５）人材の確保と育成  

福祉サービス等に携わる人材の育成や確保については、事業所はもとより、

地域全体で取り組まなければならない課題です。福祉サービスの質の維持向上

を図るため市内でサービスを提供している事業者との連携を強化し、情報共有

を行うとともに、意見交換をしながら人材の確保に関する取組を推進します。 

 

（６）災害・感染症対策に係る体制整備  

近年の災害の発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、「備

え」をすることが求められています。そのため、サービス事業所等と連携のも

と、非常時を想定した訓練の実施、防災や感染拡大防止策の啓発活動等平時か

らの事前準備を進めます。 

 

（７）情報提供の充実  

障がいのある人が、自らの意思で障害福祉サービスを選択し、利用しながら、

地域において自立した生活を送ることができるよう、広報紙やホームページ等

を通じて分かりやすく各種サービスや制度に関する情報提供を図ります。 
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３ 計画の進捗管理 

障害福祉サービス等が、障がいのある人のニーズに応じて的確に提供されて

いるか、また、目標として掲げた地域生活への移行や一般就労への移行が進ん

でいるか等、達成状況を点検、評価し、次年度以降の施策・事業の実施に反映

していきます。計画の進捗管理については、岩倉市障害者計画推進委員会及び

岩倉市地域自立支援協議会を通じて行います。 

 

計画の進捗管理（ＰＤＣＡサイクル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画の達成状況の 

分析・評価を行う 

障害福祉サービスの 

見込量の設定やその他 

確保方策等を定める 

評価結果等を踏まえ、 

必要に応じて次年度の 

事業に反映させる 

計画の内容を 

踏まえ、事業を実施 

計画 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実行 評価 

岩倉市障害者計画推進委員会 

及び岩倉市地域自立支援協議会 
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       資料編 

 

 

 

１ 岩倉市障害者計画推進委員会 

（１）岩倉市障害者計画推進委員会条例  

平成 29年６月 26日条例第 14号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者基本法（昭和 45年法律第 84号）第 36条第４項の規

定に基づく岩倉市障害者計画推進委員会（以下「委員会」という。）の設置、組

織及び運営に関する事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 138条の４第３項の規定に基づ

く市長の附属機関として、委員会を置く。 

（所掌事項） 

第３条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 岩倉市障害者計画の策定及び推進に関すること。 

(２) その他障害者に関する施策に関し、市長が必要と認める事項 

（組織） 

第４条 委員会は、委員 16人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げるもののうちから市長が委嘱する。 

(１) 識見を有する者 

(２) 障害者関係団体の代表者 

(３) 社会福祉団体等の代表者 

(４) 教育関係機関の代表者 

(５) 医療機関の代表者 

(６) 就労支援機関の代表者 

(７) 市民の代表者 

(８) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選によりこれを定め

る。 
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２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決

するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員会の会議に委員以外の者の出席

を求め、その意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、健康福祉部福祉課において処理する。 

（雑則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の後最初に委嘱される委員会の委員の任期は、第５条第１項

の規定にかかわらず、平成 32年３月 31 日までとする。 

（岩倉市地域自立支援協議会条例の一部改正） 

３ 岩倉市地域自主支援協議会条例（平成 26年岩倉市条例第 13 号）の一部を次

のように改正する。 

（次のよう略） 

（岩倉市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

４ 岩倉市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

46年岩倉市条例第 27号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 
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（２）委員名簿  

（区分内順不同・敬称略） 

区 分 所属等 氏 名 

識見を有する者 中部学院大学 教授 ◎大藪  元 康 

障害者関係団体

の代表者 

岩倉市障害者連絡協議会 石黒  常 正 

岩倉市障害者連絡協議会 長崎  成 𠮷 

岩倉市肢体不自由児・者父母の会 犬飼  直 美 

岩倉市身体障害者福祉協会 関戸  八 郎 

社会福祉団体等

の代表者 

社会福祉法人岩倉市社会福祉協議会 

会長 
〇伊藤  憲 治 

社会福祉法人いわくら福祉会 

施設長 
久 木  恵 

社会福祉法人尾北しらゆり福祉会 

管理者 
小倉 栄一郎 

岩倉市民生委員児童委員協議会 

副会長 
夏目  典 子 

教育機関の代表

者 

愛知県立一宮東特別支援学校 稲垣  貴 子 

愛知県立小牧特別支援学校 浜田  幸 治 

医療機関の代表

者 

岩倉市医師会 井 上  伸 

尾北歯科医師会岩倉地区会 犬飼 賢三朗 

就労支援機関の 

代表者 

尾張北部障害者就業・生活支援セン

ターようわ 
坂 野  誠 

市民の代表者 

市民公募 安江  弘 雄 

市民委員登録者 山中  里 美 

◎＝委員長 〇＝副委員長 
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２ 岩倉市地域自立支援協議会 

（１）岩倉市地域自立支援協議会条例  

平成 26年３月 28 日条例第 13号 

改正 

平成 27年３月 27 日条例第９号 

平成 29年６月 26 日条例第 14号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成 17 年法律第 123 号）第 89 条の３第１項の規定に基づく岩倉市地域自立支

援協議会（以下「協議会」という。）の設置、組織及び運営に関する事項を定める

ものとする。 

（設置） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 138条の４第３項の規定に基づく市

長の附属機関として、協議会を置く。 

（所掌事項） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 相談支援事業に関すること。 

(２) 地域の関係機関相互の連携に関すること。 

(３) 地域課題への対応に関すること。 

(４) 障害福祉サービスに関すること。 

(５) 相談支援事業に係る解決が困難な事例の対応に関すること。 

(６) その他障害者福祉の増進に関すること。 

（組織） 

第４条 協議会は、委員 25人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げるもののうちから市長が委嘱する。 

(１) 識見を有する者 

(２) 相談支援事業所の代表者 

(３) 障害福祉サービス事業所の代表者 

(４) 江南保健所長又はその指名する者 

(５) 教育関係機関の代表者 

(６) 就労支援機関の代表者 

(７) 障害者関係団体の代表者 

(８) 高齢者福祉関係事業所の代表者 

(９) 社会福祉団体等の代表者 

(10) 市職員 

(11) その他市長が必要と認める者 
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（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第６条 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第７条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集する。 

２ 協議会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、協議会の会議に委員以外の者の出席を求め、

その意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、健康福祉部福祉課において処理する。 

（雑則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に置かれている協議会はこの条例の規定に基づき置かれ

たものとみなし、現に委嘱されている協議会の委員はこの条例の規定に基づき委嘱

されたものとみなす。この場合において、当該委員の任期は、第５条の規定にかか

わらず、平成 27年３月 31日までとする。 

附 則（平成 27年３月 27日条例第９号） 

この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29年６月 26日条例第 14号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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（２）委員名簿  

（区分内順不同・敬称略） 

区 分 所属等 氏 名 

学識経験者 
日本福祉大学 中央福祉専門学校 

学校長 
◎長岩  嘉文 

相談支援事業所の代表者 
相談支援センターみのり  

相談支援専門員 
原  真由美 

障害福祉サービス事業

所の代表者 

みのりの里 施設長 久木   恵 

さくら・ワーク 管理者 小倉 栄一郎 

特定非営利活動法人あい 理事長 阿部  正浩 

Ｌ＆Ｏ．Ｃ．Ｓ 管理者 酒井 雄一郎 

おりーぶ おりーぶ岩倉  

経営戦略室室長 
〇大森  恭子 

江南保健所長又はその指名する者 江南保健所 健康支援課長 田代  一夫 

教育関係機関の代表者 

小牧特別支援学校 高等部主事 浜田  幸治 

一宮東特別支援学校 学校長 稲垣  貴子 

岩倉市教育委員会 指導主事 柴田  健治 

就労支援機関の代表者 

犬山公共職業安定所  

上席職業指導官 
南谷  哲雄 

尾張北部障害者就業・生活支援セン

ターようわ 就業生活支援ワーカー 
坂野   誠 

障害者関係団体の代表者 

岩倉市障害者連絡協議会 副会長 水越  裕美 

岩倉市肢体不自由児・者父母の会 

副会長 
大鶴  静江 

岩倉市地域精神障がい者家族会 

岩倉しらゆり会 
森下  昌洪 

高齢者福祉関係事業所の代表者 岩倉一期一会荘 主任生活相談員 水野  寛士 

社会福祉団体等 岩倉市社会福祉協議会 主任 大西  美帆 

市職員 

岩倉市健康課 主査保健師 佐野  和代 

岩倉市子育て支援課 指導保育士 野田  克枝 

岩倉市子育て支援課 あゆみの家

所長 
奥田  慶子 

岩倉市子育て支援課 児童館長 大川 真由美 

市長が必要と認める者 尾張北部圏域アドバイザー 小木曽 眞知子 

◎＝会長 〇＝副会長  



 
66 

 

３ 計画の策定経緯 

 

月 日 内 容 

2023年（令和５年） 

８月７日 

令和５年度第１回岩倉市地域自立支援協議会 

（１）次期岩倉市障がい福祉計画及び障がい児福祉計画

策定の概要について 

（２）次期岩倉市障がい福祉計画及び障がい児福祉計画

策定のための調査等について 

2023年（令和５年） 

８月 29日 

令和５年度第１回岩倉市障害者計画推進委員会 

（１）障がい者計画の概要について 

（２）策定スケジュールについて 

（３）岩倉市障がい者計画の体系・骨子の検討について 

2023年（令和５年） 

12月 18日 

令和５年度第２回岩倉市障害者計画推進委員会 

（１）岩倉市障がい者計画（第６期）（案）について 

（２）岩倉市障がい福祉計画（第７期）及び障がい児福

祉計画（第３期）（案）について 

2023年（令和５年） 

12月 19日 

令和５年度第２回岩倉市地域自立支援協議会 

（１）次期岩倉市障がい福祉計画及び障がい児福祉計画

（案）について 

2023年（令和５年） 

12月 28日～ 

2024年（令和６年） 

1月 29日 

パブリックコメントの実施 

2024年（令和６年） 

２月 19日 

令和５年度第３回岩倉市障害者計画推進委員会 

（１）パブリックコメントの結果報告について 

（２）岩倉市障がい者計画（第６期）について 

（３）岩倉市障がい福祉計画（第７期）及び障がい児福

祉計画（第３期）について 

2024年（令和６年） 

２月 21日 

令和５第３回岩倉市地域自立支援協議会 

（１）パブリックコメントの結果報告について 

（２）岩倉市障がい福祉計画（第７期）及び障がい児福

祉計画（第３期）の計画案について 

（３）計画の推進について 

 



 

岩倉市 

障がい福祉計画（第７期）及び障がい児福祉計画（第３期） 

2024年（令和６年）３月 
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